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　ミクロ健康データ利用の 2つの課題

The Two Challenges of

the Use of Micro-Health Data
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The invisible social pressure to engage in informal caregiving is

a burden for the family members with care recipients in Japan. This

study examined the determinants of high-intensity caregiving using an

aggregated data as the proxy variable of the social pressure on the

family members. Results showed that cohabitating with care recipients

who will enter a long-term care facility was the main determinant

of high-intensity caregiving. However, due to the data limitations, no

possible intervention on the family members with care recipients could

be found. The environment of both the collection and the use of micro

data in Japan should be improved rapidly.
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1. はじめに
個人の健康と生活の質を決定する要因の 60%がライフスタイルと相関する

（Campagne, 2021）ので、健康状態や生活満足度に影響するライフスタイル

要因を探求する研究者は、健康状態などの結果変数と関連する生活習慣のみな

らず、人々の嗜好や価値観が反映される生活様式を含む広義のライフスタイル

をカバーするデータセットを用いるのが望ましい。

だが、実際に日本国内のミクロデータを用いてライフスタイルと健康感の
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関係を分析しようとすると、熊谷［2022］が指摘するように、研究者がひとつ

のデータセットで、勤労世代や退職世代のライフスタイルと健康感の関係を包

括的にとらえるのは容易ではない。運動習慣のような「自助」、居住地域の住

民と助け合う「互助」や社会保険に代表される「公助」を網羅的にカバーする

データセットを入手できないからである。

加えて、政策的な分析を行ううえで不可欠な回答者の属性や居住地域の情

報に欠けるデータが珍しくない。近年の内閣府の調査（内閣府, 2021）は、市

場労働に従事している女性の生活満足度が、介護時間が長いほど低下する傾向

があることを明らかにしたが、居住地域の情報との接合が十分ではない。その

ためか、人々の嗜好や価値観が反映される地域特有の要因、例えば、伝統的な

家族価値観が支配的な地域において「義務感や社会的圧力から介護を続けてお

り、家族介護者の負担が解消されていない」（デーンリ & ベッカー, 2014）こ

とを考慮した分析は行われていない。

可視化しづらい特性が家族介護に従事することや長時間介護の決定要因に

なり得るので、研究者は家族介護時間や介護者の健康状態の地域差を分析する

とき、社会的圧力のような地域の特性に注意を払う必要がある。この点は、ミ

クロ健康データ利用の課題のひとつであると思われる。本研究は、社会的圧力

の代理変数として「主たる家族介護者の地域別介護時間」を用い、家族介護に

係る地域の異質性を考慮した回帰分析を行う。

一方、被調査者が母集団を代表しないビッグデータ研究における研究者の関

心は、結果変数に対する因果効果の探求にある。ミクロデータを用いて患者の

行動選択が結果変数の健康状態に与えた因果効果を計測するとき、研究者は観

察研究における 2群間の不均衡な患者の行動選択に留意し、2群間のバランシ

ングを行って患者の行動選択に係る共変量の影響を最小限にしたうえで、因果

効果を評価する必要がある。

ビッグデータを用いて、寛解期のうつ病患者の活動記録を分析したKumagai

et al.［2021］はゴロゴロもしくはボーっと過ごした時間の長さが、うつ病再

発回数の過剰分散を減らして、うつ病再発回数の正確な計測に寄与することを

見出した。しかし、この研究は、ゴロゴロ・ボーっと過ごしたことの決定要因
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を探求しておらず、患者の行動選択が自身の精神的健康状態に影響したメカニ

ズムは明らかになっていない。

本研究は、因果効果計測の手順に従って、患者の行動選択が自身の精神的健

康状態に与えた影響を推定し、寛解期のうつ病患者がゴロゴロ・ボーっと過ご

すことを選択する際の決定要因を探求する。その分析結果に基づいて、もうひ

とつのミクロ健康データ利用の課題であるマッチング法の使用を念頭に置いた

データ収集を議論する。

本稿の構成は次の通りである。第 2節で、家族介護のミクロデータ分析に

おいて地域差が大きい集計データをマッチングする意義を説明する。第 3節で

は、患者の行動選択が自身の精神的健康状態に与えた因果効果を計測する手順

を表す。第 4節で、2種類のミクロデータの記述統計と、家族介護者の精神的

健康状態悪化や寛解期のうつ病患者の再発を防ぐ方策を検討するための回帰分

析の結果を要約する。前半の分析で、総務省「平成 28年 社会生活基本調査」

と内閣府「満足度・生活の質に関する調査」（2019-2020年）のデータが用い

られる。後半の分析では Kumagai et al.［2019, 2021］のビッグデータが再利

用される。第 5節で、観察研究におけるデータの利活用を考察し、因果効果の

推定を念頭に置いたデータ収集の課題を議論する。

2. 可視化しづらい特性を考慮した家族介護時間の分析
家族への介護提供と就労の間にトレードオフが存在することを多くの研究

（Johnson & Lo Sasso 2000; Spiess & Schneider 2003; Johnson & Lo Sasso

2006; Lilly, Laporte & Coyte 2007; Bolin, Lindgren & Lundborg 2008) が

支持しており、長時間介護の研究（Heitmueller 2007; Lilly, Laporte & Coyte

2010; Van Houtven, Coe & Skira 2013）の結果は、長時間介護が勤労世代の

就労に負の影響を与えることで一致している。Kumagai ［2017］は、日本に

おいて高負荷の長時間介護の継続により、無業（介護離職者を含む）の家族介

護者が精神的健康状態を悪化させることを明らかにした。

一方、いくつかの研究（Arber & Ginn 1997; Vlachantoni 2010）は、家族

介護提供と就労の時間配分決定は、介護者の人格や家族の状況によるとしてい
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る。それゆえ、家族介護時間の差異を分析するとき、可視化しづらい個人や地

域の特性に注意を払う必要がある。

他方、日本では、菊池［2012］が同居介護者の家族介護が施設サービス利

用に負に影響したことを、菊池［2014］が居住地域の介護施設密度が回答者の

居宅介護選好と相関していることを、さらに、Kumagai［2018］が施設介護

サービスを利用するのが容易でないことを都市部の一人暮らし高齢者が認識し

ていることを明らかにしている。

介護サービス提供体制の地域差を表す介護施設密度を考慮した上述の分析

により、介護施設密度と居宅介護選好の地域差が小さくないことが知られてい

る。しかしながら、可視化が難しい地域固有の特性によって介護保険サービス

利用の潜在需要が顕在化していないとき、家族介護時間の差を介護サービス提

供体制の差で十分に説明できない。娘が父母、もしくは配偶者の嫁が義父母と

同居して親の介護を担うのが当然とされている地域では、義務感や社会的圧力

から主介護者となり、主介護者の家族介護時間が長くなる傾向があるかもしれ

ない。そのような側面に注意を払って、本研究では、都道府県別に集計データ

「50代女性の地域別平均介護時間（介護時間の全国平均比）」を作成し、ミク

ロデータにマッチングした。この変数の特徴は第 4節で説明される。

3. 患者の行動選択とその結果変数の因果効果推定
ライフログデータを用いて研究者が患者の再発を予測するとき、①メンタ

ルヘルスを悪化させるライフスタイル要因と再発の“双方向の関係”を念頭に

置いて再発の予測モデルを構築することと、②真の状態が再発であるにも関わ

らず再発していないと診断する偽陰性の予測因子を見極めて再発回数の決定要

因を分析することが重要である［熊谷ほか, 2021］。②に着目した Kumagai et

al.［2021］はゴロゴロ、ボーッと過ごした時間が増えると再発確率が高まっ

た半面、長時間睡眠の増加がゼロ（非再発）の分散を大きくしたことを見出し

た。このファインディングに基づいて、ゴロゴロ、ボーッと過ごす時間と睡眠

の正確な記録が分析結果の解釈を容易にすると考えられる。

そこで、患者の行動選択が自身の精神的健康状態に与えた因果効果を分析す
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るために、本研究ではマッチング法を用いる。マッチング法は、政策や環境変

化の処置を受けた個人の結果と、その個人属性や環境等の外的条件が非常に似

ており、これらの処置を受けなかった個人の結果を比較する分析手法である。

以下では、患者固有の個人差を除去した形で、標本期間内におけるゴロゴ

ロ・ボーの有無が、患者の再発／非再発に与えた因果効果をバイアスなく推定

するために、マッチング法を用いる。

共変量 X の情報を「共変量 X を有する患者が処置群に割り当てられる確

率」（傾向スコア: propensity score）に一元化することによって因果効果を推

定したい。その推定に際し、この割り当てが潜在的結果変数に依存することな

く、傾向スコアの推定に用いた共変量X のみに依存するとき、「強く無視でき

る割り当て条件（strongly ignorable treatment assignment）」が満たされる。

Panel VARを用いた Kumagai et al.［2019］は、潜在的結果変数（再発／

非再発）を定義する K6のラグ項が今期のゴロゴロ・ボーに対して統計的に有

意に影響を与えないことを示した。このことから、患者の処置群への割り当て

が潜在的結果変数のラグ項に依存せず、「強く無視できる割り当て条件」が満

たされると考えることができる。

傾向スコアマッチングの手順に沿って、研究者は対照群と処置群の参加者の

セットを作り、マッチされた 2群のセットに対して、次の手順で処置群に対す

る平均的な効果（the average treatment effect on the treated: ATET）を求

めることができる。(1)式は、対照群と処置群の間における平均的な効果の差

（∆ATET）を表している。

∆ATET =
“

X

yt,i − yc,i

”

/ne =
X

∆e/ne (1)

ここで、yt,i は処置群の個人 iのアウトカム、yc,i はマッチングした対照群の

個人 iのアウトカム、ne はマッチングしたペアのサンプルサイズ、∆e はマッ

チングしたペアのアウトカムの差である。

次の手順に従って、処置群と対照群をバランスさせて ATET を求めた。

第一に、2値変数（ゴロゴロ・ボーっとしなかった=1）を被説明変数とする

Generalized linear model（リンク関数: ロジットモデル）を推定した。第二
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に、処置群と対照群の共変量の分布をバランスさせるために傾向スコアの逆

数を重みとする逆確率重み付け（inverse probability weighting: IPW）推定

を行った。IPW推定は、処置群に割り当てられた確率の逆数（傾向スコアの

逆数）で処置群を、処置群に割り当てられなかった確率の逆数（1-傾向スコア

の逆数）で対照群をそれぞれ重みづけて、平均値を求めるという方法である。

IPW推定により、交絡項の影響を取り除いて偏りがない処置効果を計測でき

る（Cattaneo, 2010）。

第三に、傾向スコアによる調整後の群間差が小さくなったか、2群間のバラン

シングがうまくいったかを確認するために、(2)式を用いて処置群と対照群の独

立変数の標準化差（standardized differences）（D’Agostino 1998; Rosenbaum

& Rubin 1985）が 0.1以下であるかを調べた。標準化差（d）が 0.1を超える

共変量の使用は推奨されない（D’Agostino 1998）。(2)式の分母を構成する 2

変数はそれぞれが処置群（trea）と対照群（cont）の共変量の分散を表してお

り、(2)式の分子は 2群の共変量の平均値である。

d = (xtrea − xcont)

,

r

S2
trea + S2

cont

2
(2)

4. 高負荷介護と患者の行動選択の決定要因
4-1. 主介護・高負荷介護の分析

Kumagai［2017］は、週あたり 20時間以上の介護を高負荷の介護（high

intensity caregiving）と定義しており、この定義は家族介護の研究において標

準的である。その定義に準じて本研究では、1日あたり 3時間以上を家族介護

に費やす主介護者を「高負荷の家族介護者」と定義した。

内閣府「満足度・生活の質に関する調査」の 2020年調査に回答した者のうち

17.6%の 1,814名が、介護を必要とする家族がいる者であった。この年の調査

は、平日・休日のそれぞれにおいて介護や看護に費やした平均的な時間を尋ね

ており、本研究は、自身が中心となって介護が必要な家族を介護した者を主介護

者と定義した。主介護者のうち介護時間を回答した者の比率は 82%（187/229）

であった。女性主介護者の 46.5%（59/127）、男性介護者の 33%（20/60）が

— 26 —



熊谷：ミクロ健康データ利用の 2 つの課題

高負荷の主介護者であった（表 1）。

在宅主介護者 229名のうち 65%は女性であり、女性の主介護者の平均年齢

は 53歳であった。介護を必要とする家族の 68%は施設サービスもしくは通所

サービスを利用していた（表 2）。不等分散を仮定した平均値の差の検定によ

り、女性の主介護者の主観的健康感が非主介護者に比べて 10%水準で、同様に

生活満足度が 1%水準で低いことが分かった。女性と異なり、男性の主介護者

の主観的健康感は非主介護者と統計的有意な差がなかった（付表）。

表 1 　主介護者の家族介護時間（平日, 2020 年）

 人数 3時間以上 平均 標準偏差 最小値 最大値 

女性 127 59 3.66 3.91 0.5 24 

男性 60 20 2.66 3.03 0.5 13 

　　　　　　（出所）内閣府「満足度・生活の質に関する調査」

一方、総務省「平成 28年社会生活基本調査」によると、世代別人口に占める家

族介護者比率が最も高いのは 50代女性である。同年の女性介護者 421.1万人の

うち、50-60代が 57.61%を占めている。世代別人口比では 60代の 13.3%（123.3

万人）を勤労世代の 50代の 15.6%（119.3万人）が上回っている。この点に

着目して、都道府県別「50代女性の地域別平均介護時間（平日, 介護時間の全

国平均比）」を作成した。その最小値は 0.46、最大値は 1.36であり、岐阜県と

徳島県が 1.3超の値を記録した（表 2）。

Stata cmp module（Roodman［2011］）を用いて、平日・休日の別に、私

は simulated Maximum Likelihood により (3)式の多変量のプロビットモデ

ルを推定した。

y∗
1it = x ′

1itβ1 + ε1it,

y∗
2it = x ′

2itβ2 + ε2it, (3)

ここで、yjit, j = 1, 2は高負荷介護と主介護者である。y∗
jit, j = 1, 2はこれ

らの潜在変数であり、x jit, j = 1, 2は説明変数、βj , j = 1, 2は係数ベクト
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ルである。(3)式の 2本の関数に共通の説明変数は性別と年齢であり、高負荷

介護関数の説明変数として、主介護者、等価世帯所得、婚姻状態、要介護者の

通所サービス利用と施設に入所予定の要介護者が用いられた。

多変量プロビットモデルの推定結果は、50代女性の地域別平均介護時間が

長い地域の居住が主介護者の決定要因であることを示した（表 3）。一方、平

日・休日の 2本とも連立方程式の誤差項は統計的有意に相関しなかった。この

結果から、主介護者となることに影響を与える観察されない地域の特性が高負

荷介護の確率を高めるとは考えられない。

平日・休日の双方とも高負荷介護になりやすい要因は、施設に入所予定の要

介護者がいること、低い等価世帯所得、より高齢であることと女性であった。

表 2 　家族介護者とその世帯の状況（2020 年）

変数 N 平均 標準偏差 最小値 最大値 

介護を必要とする家族がいる 10,293 0.18 0.38 0 1 

50代女性の地域別家族介護時間  (全国平均比, 都

道府県別 ) 

10,293 0.91 0.23 0.46 1.36 

在宅で主介護 1,814 0.13 0.33 0 1 

在宅で他の家族が主介護 1,814 0.14 0.34 0 1 

主介護者の女性の年齢 149 53.21 14.36 15 83 

主介護者の男性の年齢 80 49.21 17.17 19 81 

施設サービス利用 1,814 0.35 0.48 0 1 

施設に入所予定  (未入所 ) 1,814 0.07 0.26 0 1 

通所サービス利用 1,814 0.33 0.47 0 1 

性  (男性=1) 10,293 0.50 0.50 0 1 

年齢 10,293 43.85 16.40 15 86 

世帯人員数 10,293 2.91 1.38 1 12 

等価世帯所得 10,293 399.19 847.14 18.9 20000 

未婚 10,293 0.22 0.41 0 1 

世帯に父母 (義父母 )がいる 8,650 0.33 0.47 0 1 

主観的健康感 10,293 3.33 1.03 1 5 

生活満足度 10,293 6.78 2.34 1 11 

（出所）内閣府「満足度・生活の質に関する調査」（2020 年），総務省「平成 28 年 社会生活基本調査」
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表 3 　高負荷介護の決定要因（2020 年, N=1,808）

平日  休日  

 高負荷介護 主介護者 高負荷介護 主介護者 

主介護者 1.726***  1.742***  

(0.287)  (0.296)  

1+等価世帯所得  (自然対数値 ) -0.240***  -0.127**  

(0.0620)  (0.0558)  

性  (男性=1) -0.281*** -0.297*** -0.185** -0.297*** 

(0.106) (0.0864) (0.0931) (0.0865) 

年齢 0.0243*** 0.0142*** 0.0178*** 0.0142*** 

(0.00405) (0.00289) (0.00348) (0.00289) 

未婚 0.336**  0.184  

(0.140)  (0.126)  

施設に入所予定  (未入所 ) 0.539***  0.492***  

(0.165)  (0.150)  

通所サービス利用 0.387*** -0.330*** 0.346*** -0.332*** 

(0.102) (0.0931) (0.0913) (0.0931) 

50代女性の地域別介護時間  (全国平均比 )  0.364**  0.387** 

 (0.185)  (0.184) 

世帯に父母 (義父母 )がいる  0.544***  0.547*** 

 (0.0915)  (0.0915) 

在宅で他の家族が主介護  -0.284**  -0.269** 

 (0.127)  (0.128) 

他の家族が介護に従事  (本人は非従事 )  -1.464***  -1.466*** 

 (0.262)  (0.262) 

定数項 -1.747*** -2.009*** -1.809*** -2.032*** 

(0.412) (0.248) (0.372) (0.247) 

（注）高負荷介護関数の説明変数に離別と死別が含まれている。平日、休日の双方とも、主介護関数
と高負荷介護関数の残差は相関していない。
括弧内は標準誤差である。*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1.
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通所サービス利用に比べて施設入所予定の係数推定値が大きい。このことか

ら、特別養護老人ホームなどに入所可能な要介護度 3以上の要介護者を介護

することが高負荷介護の主たる要因であると考えられる。従って、高負荷介護

の負のアウトカムである家族介護者の精神的健康状態の悪化（うつ病の発症な

ど）を防ぐためには、施設入所予定者に対して長期間の介護を提供しないこと

が肝要である。

4-2. 患者の行動選択の分析
2016年 10月から 2017年 3月にかけて患者がエントリーした Kumagai et

al.［2019, 2021］の患者データの特性を説明する。調査の詳細は、熊谷［2022］

を参照されたい。調査開始時の患者の平均年齢は 44.3歳、患者の約 54%の 48

名が正規労働従事者である（表 4）。市場労働に従事していない 14名とパート

タイム労働者 12名が続いた。婚姻状態別では、既婚者が 54%、未婚者が 33%、

離婚者が 12%である。高負荷介護による家族介護者の精神的健康状態悪化を

分析した Kumagai［2017］と異なり、このサンプルに家族介護者は含まれて

いない。

うつ病の最初のエピソードからの平均年数は 9.4年、うつ病のエピソード平

均回数は 2.5、うつ病の最初のエピソードからの年数とエピソード回数の相関

係数は、女性が 0.38、男性が 0.33であり、ともに 1%水準で有意であった。

2値変数（ゴロゴロ・ボーっとしなかった=1）を被説明変数とするGeneralized

linear modelの推定結果が表 5に、2週間後の再発（再発=1）を被説明変数

とする IPW推定の結果が表 6に表されている。オッズ比の推定値が統計的有

意に 1を下回っているので、昼食の欠食回数が多いこと、高校卒と正規労働に

従事していることが、「ゴロゴロ・ボーっとした」ことと関係していたと考え

られる（表 5）。

表 6の結果は、「ゴロゴロ・ボーっとしなかった」ことによって 2週間後の再

発回数が 1週あたり 0.024回減ることを示しており、これは 1年あたり約 1.25

回の再発回数の減少を意味する。従って、寛解期の患者がゴロゴロ・ボーっと

しなくなるような介入を実施できれば、再発を防ぐことが可能と考えられる。

— 30 —



熊谷：ミクロ健康データ利用の 2 つの課題

表 4 　患者の特性

患者数  89

 (%)  ( ) 

 ( =1) 49 (55.1) 

 44.3 (10.8) 

)9.35(84

12 (13.5) 

3 (3.4) 

6 (6.7) 

3 (3.4) 

( ) 14 (15.7) 

3 (3.4)

  29 (32.6) 

11 (12.4) 

1 (1.1) 

48 (53.9) 

　　　　　　　　（出所）熊谷［2022］から一部を抜粋して転載。

表 5 　 Generalized linear model

N =4,679 

ゴロゴロ・ボーっとしない オッズ比 標準誤差 Z P>z [95% 信頼区間 ] 

1/(1+紫外線の摂取量 ) 1.34 0.16 2.50 0.01 1.06 1.69 

昼食の欠食回数  (標準化変数 ) 0.87 0.03 -4.07 0.00 0.82 0.93 

長時間睡眠のダミー変数 1.47 0.25 2.25 0.02 1.05 2.06 

正規労働に従事している 0.84 0.07 -2.21 0.03 0.72 0.98 

休業中 10.88 2.56 10.13 0.00 6.86 17.27 

失業中 1.35 0.14 2.94 0.00 1.10 1.65 

中学卒 1.36 0.24 1.72 0.09 0.96 1.93 

高校卒 0.52 0.04 -7.82 0.00 0.44 0.61 

性 (男性=1) 2.81 0.19 15.04 0.00 2.46 3.22 

年齢 1.03 0.00 9.42 0.00 1.02 1.04 

定数項 0.18 0.03 -9.69 0.00 0.13 0.26 

　（注）大学卒（66 名）を reference として、中学卒（3 名）や高校卒（20 名）と比較した。
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「ゴロゴロ・ボーっとしなかった」を説明する変数として、weightedの系
列のうち standardized differencesが 0.1を下回った、正規労働に従事してい
ることと婚姻していることが用いられた（表 7）。IPW推定の共変量候補変数
のうち、正規労働従事者と既婚者の variance ratioは順に 0.998と 1.003であ
り、1に近い値でマッチングは良好であった。しかし、長時間睡眠のダミー変

表 6 　 Treatment-effects estimation

N =4,527 

2週間後の再発 ATET 潜在的なアウトカ

ムの平均値 

ゴロゴロ・ボーっ

としない 

ゴロゴロ・ボーっとしないこ

との再発回数に対する効果 

-0.0241***  

(0.00416) 

 0.0308*** 

(0.00383) 

正規労働に従事している -0.163** 

(0.0638) 

婚姻している 0.195*** 

(0.0635) 

定数項 0.227*** 

(0.0503) 

括弧内は頑健な標準誤差である。*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

表 7 　 Standardized differences

 Raw Weighted 

1/(1+紫外線の摂取量) 0.107 0.112 

昼食の欠食回数  (標準化変数) -0.176 -0.183 

長時間睡眠のダミー変数 0.057 0.056 

性(男性=1) 0.447 0.441 

年齢 0.226 0.203 

正規労働に従事している -0.053 0.017 

失業中 0.106 0.100 

婚姻している 0.074 -0.014 

　　　　　　　（注）太字の変数を共変量として用いることが推奨されている。
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数のそれは 1を大きく上回っていたため、この変数を表 6の説明変数から除

いた。

表 6の推定結果から、正規労働に従事することがゴロゴロ・ボーっとしな

い確率を引き下げ、対照的に、婚姻していることがゴロゴロ・ボーっとしない

確率を高めることが分かった。これらの係数推定値の合計が正値であることか

ら、婚姻して正規労働に従事することが、うつ病の再発抑制に寄与すると考え

られる。しかし、婚姻もしくは正規労働が患者のゴロゴロ・ボー選択に与える

影響のメカニズムは明らかではない。

正規労働従事者の長い勤務時間が患者の行動選択に与えた影響を正規労働

に従事した効果と見誤っている可能性が疑われるが、残念ながら就業時間の長

さや就業パターンの情報を利用できないため、ゴロゴロ・ボーっとしない確率

を高めるために、どのような介入が望ましいかを論じることができない。

5. 議論：観察研究におけるデータの利活用
本研究は、高負荷介護に起因する家族介護者の精神的健康状態の悪化を防ぐ

ために、主介護者が長期間に渡って施設入所予定者に高負荷介護を提供しない

ことが重要であると指摘した。だが、本研究で用いたデータからは、施設入所

予定者に対して家族が高負荷介護を提供せざるを得ない理由が明らかでない。

もし、高負荷介護の理由が義務感もしくは社会的圧力ではなく、介護サービス

の供給側にあれば、保険者の介入によって主介護者の介護時間を減らすことが

可能かもしれない。

上述のファインディングを見出すために集計データを個票データにマッチ

ングせざるを得なかった。このことは個票データの利用環境が「先進国最低」

（重岡, 2022）であることと無関係ではない。「日本が一歩踏み出している間に

主要先進国は地球を 2～3周している」（同）と喩えられるほど、日本の個票

データ利用環境は先進国の中で格段に悪い。

政府統計を用いて政策効果を検証するために家計や企業が回答した調査票

情報を利用しようとすると、政府統計の目的外利用に該当するため、研究者は

統計法 33条に基づく利用申請を行わねばならない。この申請手続きに「数カ
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月からひどい場合 1年近くかかる」（渡辺, 2022）。長い待ち時間が生じる理由

は「審査者は、分析にとって必要最小限な情報のみが利用可能であると考えて

申請内容を確認する」（重岡 2022, 渡辺 2022）ことに起因しており、申請書類

の修正作業と書類提出後の審査に長い時間を要する。

厚生労働省「中高年者縦断調査」の調査票情報を用いた論文（Kumagai &

Ogura, 2014）を iHEAの Sydney 2013 Congressで発表した私に、英国の研

究者が「外国人研究者は、そのデータを利用できないか」「なぜ、英語でデー

タの質問項目が表示されていないか」と尋ねたことがある。科研費採択者のみ

が利用可能であることと日英併記のデータが日本には少ないことを説明したと

ころ、「英国の政府統計の個票データは誰でもクリックして簡単にダウンロー

ドできる」「（外国人研究者にとって）日本のデータ利用の障壁は高い」との回

答であった。

このようなデータ利用環境の大きな差を縮めることは日本にとって喫緊の

課題である。効果的な政策を議論するために個票データの収集を進めるだけで

なく、その利活用を容易に行えるようデータ利用に係る手続きを簡素化する必

要がある。

他方、国全体を代表する調査に基づいていない convenience samplingによっ

て収集されたデータは、その分析結果についての議論の一般化は難しいが、因

果効果推定を念頭に置いたデータ収集方法を議論することは意義があると思わ

れる。本研究では、寛解期のうつ病患者が再発しないようゴロゴロ・ボーっと

する行動の決定要因を探求したが、正規労働従事者の働き方が患者の行動選択

に与えた影響を正確に見定めることができなかった。

ワークライフバランスを重視した就労は再発のリスクが低いといったことが

観察できれば、うつ病患者に対して介入しやすくなると思われる（田近・熊谷・

古川, 2022）。実際、配偶者が家庭の掃除に高い頻度で従事すれば、等価世帯所

得の 9.5%相当額だけ女性の健康損失額を減らすことができることを Kumagai

［2021］が明らかにしている。働き方の変化が健康に与える影響を詳しく分析

できるよう、就業時間の長さや就業パターンに留意してデータを収集する必要

があろう。
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付表　主介護の有無による主観的健康感と生活満足度の有意差

非主介護者 845 6.840 0.079 2.300 6.685 6.996 

主介護者 149 6.148 0.199 2.428 5.755 6.541 

差  0.693 0.214  0.270 1.115 

t =3.235 

男性の主観的健康感  (N )028=

N 平均 標準誤差 標準偏差 95％信頼区間 

非主介護者 740 3.258 0.039 1.060 3.182 3.335 

主介護者 80 3.250 0.116 1.037 3.019 3.481 

差  0.008 0.122  -0.235 0.251 

 t = 0.066 

女性の主観的健康感  (N=994)     

N 平均 標準誤差 標準偏差 95％信頼区間 

非主介護者 845 3.212 0.036 1.059 3.140 3.283 

主介護者 149 3.054 0.082 1.005 2.891 3.216 

差  0.158 0.090  -0.019 0.336 

 t =1.756 

男性の生活満足度  (N=820) 

N 平均 標準誤差 標準偏差 95％信頼区間 

非主介護者 740 6.745 0.089 2.423 6.570 6.919 

主介護者 80 6.088 0.291 2.606 5.508 6.667 

差  0.657 0.305  0.052 1.262 

 t =2.157 

女性の生活満足度  (N=994) 

N 平均 標準誤差 標準偏差 95％信頼区間 
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